
平成３１年１⽉２５⽇

総務省⾃治⾏政局住⺠制度課

マイナンバー制度と住民基本台帳制度について

マイキーくんマイナちゃん

資料１４



【既存の取組みの更なる推進】

 コンビニ交付サービスの導入市町村拡大（平成３１年度着手分まで特別交付税措置対象）

 一般的身分証明書や職員証・社員証等としての活用推進（総務省職員など国家公務
員についてはＩＣ入館証としても活用中）

 申請時来庁方式、企業一括申請の一層の推進

 住民票・マイナンバーカード等への旧氏併記（平成３１年１１月施行予定）

【新たな取組みを検討】

 PIN（暗証番号）入力を要しない利用者証明用電子証明書の利用を前提としたマイナン
バーカードの健康保険証としての利用（平成３２年度本格運用開始予定）

 戸籍の附票を活用した海外におけるマイナンバー・マイナンバーカード・電子証明書の
継続利用

 住民票・戸籍の附票の除票の保存期間延長（５年→１５０年）

 通知カードの見直し要望への対応

※ マイナンバーカードを活用したクレジットカード等のポイントやマイレージの地域導入

マイナンバー制度・住民基本台帳制度に関する最近の動き
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✓顔写真付きの身分証明書として
➣ 市町村での厳格な本人確認 → 確かに本人であるという証
➣ 顔写真があるのでなりすましができない
➣ 公私での身分証明が可能

✓このカードを提示することで、
自分のマイナンバーを証明

➣ 社会保障・税などの手続で、添付書類
が不要に

✓インターネット等により、
どこからでも安全・確実に本人を証明

➣ 電子証明書を使って、全国のコンビニで住民票の写し等を受け取れ
るほか、口座開設などの大切な手続も、どこからでも安全にできる

✓今後、健康保険証としての利用や、
海外からのインターネット投票も可能に

✓さらに、将来的には
ＡＩその他の様々な先端技術の活用を実現

＜例＞窓口のＡＩ端末にカードをかざし、本人情報の自動入力や
ＡＩとの対話により、行政手続をスムーズに

➠ Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０時代の必須ツール

マイナンバーの提示

対面での本人確認

電子的な本人確認

マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール

裏

交付無料
表

カードの
券面記載事項

ICチップ

マイナンバー

平成31年１月22日（火）時点 交付枚数 約1,598万枚（12.5％） ※（交付枚数／平成３０年１月１日時点の住基人口）
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コンビニ交付サービス

➣ コンビニで住民票や戸籍など
が取得可能なサービスの拡大
(H29交付数：267万通)

⇒ H32年には、
対象人口１億人突破

健康保険証としての利用

➣ マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格
確認の本格運用開始（H32予定）

➣ 医療機関等での診療情報・調剤情報の閲覧等にも活用
（H29・H30実証中）

マイキープラットフォーム

マイナポータル

身分証明書としての利用

イベント等での活用職員証としての利用

➣ 国家公務員（H28.4）、徳島県庁
（H29.6）での先行導入

➣ 民間企業の社員証としての利
用を働きかけ（H28.11～）
(H31.1～TKC,NECに続きNTTCom
が活用開始) 
⇒ 官民問わず利用を更に拡大

➣ 子育て関連手続の申請・届
出などをワンストップ化し、プッ
シュ型お知らせサービスを提供
（H29.11～）

⇒ 対象手続を更に拡大

➣ マイナンバーカードを図書館
等で利用可能にし、各種ポイン
トを自治体ポイントに変換、商店
街等でも利用可能に（H29.9～）
⇒ 多機能化を更に充実・

反動減対策にも活用

利活用シーンを更に拡大し、マイナンバーカード１枚で様々なことが可能に

新たな利活用シーンが次々とこれまでの利活用シーンを更に拡大

オンライン契約

➣ 住宅ローンや、不動産取引
などのオンライン契約での利用
（H29.4～）

⇒ 取引対象を更に拡大

スマートフォンでの利用カジノ入場時の管理

インターネット投票での活用

➣ 東京オリンピック等でのボラ
ンティア管理へ活用
（H30実証中）

➣ コンサート等でもチケットの不
正転売防止へ活用
（H30実証中）

➣ スマートフォンへの電子証明
書の搭載 （検討中）

➣ マイナンバーカード読み取り
可能機種が拡大中
（H30.12：58機種）

➣ カジノ施設への入場管理・依
存症対策での活用

➣ マイナンバーカードの海外利
用を可能とし、実証実験の結果
等を踏まえ在外選挙におけるイ
ンターネット投票を実現
（検討中）

➣ 運転免許証返納後にも利用で
きる顔写真付き身分証として活
用（H31.11～旧氏にも対応予定）

⇒ 取扱範囲を更に拡大

マイナンバーカードの利活用シーンの拡大

3



全国のコンビニエンスストア（約54,000）等で住民票の写し等が取得可能なコンビニ交付サービスについて、
更なる普及拡大を図る。

コンビニチェーン

● 取得できる証明書
・住民票の写し

・印鑑登録証明書

・住民票記載事項証明書※

・各種税証明書※

・戸籍証明書※

・戸籍の附票の写し※
※対応しない市町村もあり。

マイナンバー
カード

証明書を交付

住 民 コンビニ等
（約54,000箇所）

導入のメリット

・住民の利便性向上

・窓口業務の負担軽減

・証明書交付事務コストの低減

早朝から夜（6:30～23:00）まで土日祝日も対応いつでも

全国の約54,000店舗で交付を受けられるどこでも

市町村
（約1,740箇所）

証明書発行サーバ

証明書情報を作成

証明書
交付センター

J-LIS

証明書裏面の
偽造防止情報
も付加

導入団体 対象人口

平成30年12月3日時点 ５５５ ９，００７万人

平成30年度末見込み ６０２ ９，４６７万人

コンビニ交付サービス対象人口

種別
平成

26年度
平成

27年度
平成

28年度
平成

29年度

住民票 360,944 432,348 748,120 1,273,478

住記載 1,260 2,213 6,310 14,418

印鑑 326,237 393,904 664,150 1,086,274

税 31,075 46,253 87,051 175,997

戸籍 20,518 24,643 47,196 112,210

附票 2,103 2,951 5,714 11,872

合計 742,137 902,312 1,558,541 2,674,249

年度別コンビニ交付通数
※ 平成31年度末の対象人口 １億人を目標

【地方財政措置による支援】

自治体によるコンビニ交付の導入等を後押しするため、システ
ム構築等に要する経費について特別交付税措置

・ 措置率１／２ 上限額6,000万円
・ 措置期限 平成31年度（期限までの導入で３年間の措置）

コンビニ交付サービスの普及拡大
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市区町村の参加状況
北海道 ⾳更町 札幌市 ⽯狩市 七飯町 江別市 恵庭市
千歳市 苫⼩牧市 岩⾒沢市 上富良野町 幌延町 中標津町

岩⼿県 奥州市 花巻市 ⼀関市 宮古市 紫波町 ⽮⼱町 盛岡市

新潟県 三条市 新発⽥市
⽷⿂川市 ⿂沼市 ⻑岡市
南⿂沼市 新潟市 ⼗⽇町市
柏崎市 ⾒附市

富⼭県 南砺市 射⽔市
氷⾒市 ⾼岡市

熊本県 益城町 ⼭⿅市 菊地市 宇城市

熊本市 ⼋代市 宇⼟市 ⼈吉市

宮城県 ⼤崎市 仙台市 登⽶市 南三陸町 富⾕市 名取市 多賀城市 利府町 塩竈市
気仙沼市 栗原市 ⽯巻市

福島県 会津若松市 富岡町 いわき市 ⽩河市 棚倉町 南相⾺市 須賀川市 ⼤熊町 ⼆本松市
相⾺市 郡⼭市 福島市 双葉町 三春町 ⽥村市 喜多⽅市 伊達市

茨城県 古河市 つくばみらい市 那珂市 筑⻄市 ひたちなか市 ⿓ケ崎市 常総市 稲敷市 坂東市
常陸⼤宮市 ⾏⽅市 つくば市 かすみがうら市 境町 ⼤⼦町 守⾕市 五霞町 笠間市 利根町
鉾⽥市 神栖市 ⽯岡市 ⼩美⽟市 ⽇⽴市 潮来市 ⿅嶋市 ⽔⼾市 取⼿市 ⼟浦市 ⼋千代町

千葉県 市川市 船橋市 南房総市 市原市 ⽊更津市 浦安市 印⻄市 佐倉市 松⼾市 柏市 横芝光町
成⽥市 ⽩井市 ⾹取市 ⼭武市 鴨川市 神崎町 芝⼭町 千葉市 習志野市 栄町 ⼋千代市 富津市

東京都 渋⾕区 三鷹市 港区 練⾺区 昭島市 東久留⽶市 江東区 町⽥市 ⼤⽥区 稲城市
調布市 ⼩⾦井市 国分寺市 国⽴市 中野区 ⽇野市 墨⽥区 北区 杉並区 台東区
品川区 武蔵野市 荒川区 ⽬⿊区 ⽂京区 ⽴川市 板橋区 世⽥⾕区 ⻄東京市 ⽻村市
⾜⽴区 東⼤和市 武蔵村⼭市 ⻘梅市 葛飾区 豊島区 府中市 福⽣市 江⼾川区 中央区
狛江市 東村⼭市 あきる野市 新宿区

神奈川県 藤沢市 厚⽊市 鎌倉市 茅ヶ崎市 ⼤和市 平塚市 座間市 相模原市 伊勢原市
川崎市 横浜市

静岡県 掛川市 裾野市 浜松市 焼津市 袋井市 御殿場市 ⼩⼭町 沼津市 川根本町 伊⾖市
清⽔町 御前崎市 ⻑泉町 富⼠市 三島市 静岡市 伊⾖の国市 島⽥市 湖⻄市 吉⽥町
東伊⾖町 熱海市 ⻄伊⾖町

愛知県 ⼀宮市 東海市 知多市 岡崎市 刈⾕市 知⽴市 豊川市 半⽥市 瀬⼾市 安城市
⻄尾市 ⾼浜市 常滑市 みよし市 豊橋市 ⻑久⼿市 稲沢市 ⼩牧市 豊⽥市 尾張旭市 ⼤府市
碧南市 新城市 春⽇井市

福岡県 福岡市 ⽷島市 須恵町 那珂川町 北九州市 宗像市 ⼋⼥市
⼤牟⽥市 新宮町 福津市 飯塚市 古賀市 苅⽥町 志免町 岡垣町
⾏橋市 みやこ町

兵庫県 ⻄宮市 姫路市 播磨町 猪名川町 芦屋市 加東市
相⽣市 三⽊市 たつの市 加古川市 太⼦町 ⾚穂市
丹波市 神⼾市 宍粟市 淡路市 ⼩野市 三⽥市 洲本市
尼崎市 伊丹市 川⻄市 宝塚市 ⾼砂市 南あわじ市
神河町

⼭⼝県 下関市 宇部市 防府市
⼭⼝市 光市 周南市 萩市
岩国市 美祢市

⻑野県 諏訪市 松本市 千曲市 東御市 伊那市
上⽥市 ⼭形村 ⼤町市 駒ヶ根市 安曇野市
⼩諸市 ⾠野町 ⻑野市 御代⽥町
箕輪町 中野市 ⽴科町 飯島町
飯⼭市 佐久穂町 南箕輪村 佐久市
塩尻市 宮⽥村 ⼭ノ内町 南牧村
⽊曽町

京都府 ⽊津川市 ⻲岡市 城陽市 精華町 ⼋幡市 ⻑岡京市

⼤阪府 ⼤阪市 守⼝市 河内⻑野市 堺市 豊中市 吹⽥市 ⼋尾市 枚⽅市
摂津市 ⾼槻市 ⼤東市 茨⽊市 東⼤阪市 箕⾯市 泉佐野市 交野市
寝屋川市 ⽻曳野市 和泉市 池⽥市 ⾨真市 富⽥林市 岸和⽥市

⿅児島県 ⿅児島市 霧島市 ⿅屋市 出⽔市 薩摩川内市 ⽇置市

⼭梨県 富⼠吉⽥市 甲府市 韮崎市 南アルプス市 笛吹市 甲州市 富⼠川町 忍野村
富⼠河⼝湖町 中央市 甲斐市

滋賀県 ⼤津市 栗東市 ⾼島市 守⼭市 彦根市 甲賀市 ⽇野町 ⻑浜市 ⻯王町 野洲市
湖南市 甲良町 ⽶原市 愛荘町 多賀町 草津市 東近江市 豊郷町

栃⽊県 ⾜利市 宇都宮市 栃⽊市 壬⽣町 ⽇光市 ⾼根沢町 那須塩原市 野⽊町 下野市 ⿅沼市
那須町 芳賀町 ⼤⽥原市 ⼩⼭市 上三川町 さくら市

埼⽟県 さいたま市 春⽇部市 鴻巣市 ⼾⽥市 北本市 桶川市 ⼩⿅野町 久喜市 志⽊市 幸⼿市
草加市 越⾕市 新座市 熊⾕市 所沢市 朝霞市 ⼋潮市 狭⼭市 加須市 川越市 上尾市
蕨市 吉川市 三郷市

沖縄県 南⾵原町 那覇市 沖縄市
読⾕村 うるま市 南城市
豊⾒城市 ⼋重瀬町 宮古島市
⽯垣市 北⾕町 ⽷満市
宜野湾市

岐⾩県 ⼤垣市 岐⾩市 可児市 ⾼⼭市 関市 瑞穂市 下呂市

団体 対象⼈⼝
平成３０年
12⽉3⽇時点

５５５
９，００７
万⼈

コンビニ交付サービス対象⼈⼝

宮崎県 宮崎市 えびの市 ⽇南市 都城市
延岡市 ⼩林市 ⻄都市

三重県 鈴⿅市 東員町 松阪市 名張市 桑名市 いなべ市 菰野町 伊賀市 伊勢市 川越町

徳島県 三好市 藍住町 松茂町 板野町 徳島市 美⾺市

福井県 福井市 永平寺町 坂井市 越前市 越前町

あわら市 ⼤野市 鯖江市 池⽥町 南越前町

島根県 浜⽥市 安来市 松江市 益⽥市 出雲市

佐賀県 佐賀市 ⼩城市 吉野ヶ⾥町 上峰町
基⼭町 神埼市 ⿃栖市 みやき町

岡⼭県 津⼭市 岡⼭市 備前市 瀬⼾内市 早島町 浅⼝市 ⾥庄町 笠岡市
倉敷市 和気町

⻑崎県 佐世保市 ⻑崎市 ⼤村市 ⻄海市

⽯川県 ⼩松市 津幡町 ⾦沢市 宝達志⽔町

能美市 中能登町 かほく市

群⾺県 ⾼崎市 伊勢崎市 富岡市 前橋市 ⽟村町 沼⽥市

和歌⼭県 橋本市 海南市 和歌⼭市

⼤分県 佐伯市 中津市 ⽇⽥市 国東市 ⼤分市

広島県 広島市 東広島市 呉市 世羅町 三原市 府中町 廿⽇市市 安芸⾼⽥市

⼭形県 酒⽥市 ⼭形市 鶴岡市 ⻑井市 天童市

⿃取県 琴浦町 ⿃取市 ⽶⼦市

⻘森県 ⼋⼾市

奈良県 ⽣駒市 天理市 広陵町 三郷町 宇陀市 御所市 ⾹芝市 葛城市 斑鳩町 桜井市 橿原市
⼤和⾼⽥市 上牧町 ⽥原本町 王寺町 平群町 ⼤和郡⼭市愛媛県 宇和島市 伊予市 東温市 松⼭市

秋⽥県 由利本荘市 横⼿市 秋⽥市

⾹川県 ⾼松市 観⾳寺市 坂出市 三豊市
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・ 平成30年度までの措置

・ 必ずしも３年間措置を受けられない

（全市区町村一律、平成30年度まで）

・ 上限額5,000万円

Ａ 基本構成機器（サーバ機器、端末機器及びデータベース
等）の購入等経費

Ｂ 各市町村とシステムを共同構築するために必要な専用線

及びルータ等の購入等経費

Ｃ Ａ及びＢの導入等に係る機器環境設定やシステムインス

トールのための経費、コンビニ交付に参加する際のJ-LIS
への運営負担金、コンビニ事業者への手数料

※ 自治体クラウド化の推進に資する場合に限る
※ 過去３年度以内に導入したもののうち、現年度の経費を

措置

コンビニ交付サービス未導入団体の導入を後押しするため、マイナンバーカードの多目的利用（コンビニ

交付、市区町村の自動交付機（キオスク端末）設置等）に要する経費について財政支援を行う。

１ 趣 旨

算定対象となる経費 （参考）

２ 措置内容 （平成29年度までからの拡充部分）

マイナンバーカードの多目的利用に要する経費に係る特別交付税措置

・ 証明書自動交付機（キオスク端末）の庁舎設置
・ 〃 の郵便局設置
→ 住民生活に身近な拠点での交付による利便性拡大

市区町村の業務効率化

・ カードの印鑑登録証としての併用
→ 窓口、コンビニ、双方で印鑑登録証明書の交付可能

・ 発行できる証明書の拡充

→ 税証明書、戸籍証明書への対応で、サービス標準化

多目的利用の例 （参考）

拡充前

・ 平成31年度まで（措置期限１年間延長）

・ 最大３年間の措置

（平成31年度の導入で、最長平成33年度まで）

・ 上限額6,000万円（1,000万円引上げ）

現行（拡充後）
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ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社によるマイナンバーカードの利用

社員の認証が必要となる様々なシーンで、マイナンバーカードの空き領域を利⽤

＜利⽤シーン＞

① NTTコミュニケーションズの本社ビル（⼤⼿町）への⼊退館

② セキュリティエリアへの⼊退室

③ 業務⽤パソコン・複合機の利⽤

＜利⽤開始時期＞ 2019年1⽉開始予定

※ 当初は本社ビル（社員約5,000⼈）で利⽤を開始し、順次他のオフィスビルへの拡⼤も検討中

（ＩＣチップの利用開始準備）
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○ これまで、住民の負担軽減のため、地方自治体において、土日・平日夜間の開庁や無料の顔写真撮影

などに取組んできたほか、住民が来庁するタイミングを捉えて交付申請と本人確認を行い、受け取りは本

人限定郵便により行う「申請時来庁方式」の普及を進めてきた。

○ これに加え、一部の自治体では、企業等に出向き、従業員等の申請を一括で受け付ける動きが出てきて

いる。このように、移動が困難な方がいる病院や福祉施設、人が集まる集客施設などで出張申請受付を行

うことで、カード交付申請機会を拡大していくことが必要。

○ これらの取組に対して、カード交付に要する人件費等を補助金（H31予算案：61.1億円）で支援。今後、額

の増額や対象経費の拡大による更なる取組の支援を検討するほか、出張申請受付のモデル事業を構築・

横展開を行っていく（３０年度補正予算：１億円を活用） 。

＜福祉施設等＞
・福祉施設等での一括受付
※役所に出向くことが困難な方々も想定される。

カード申請・交付機会の拡大

＜大学等＞
・大学構内等での申請補助
※学生の身分証としての利用など需要が見込まれる。

＜自治会等＞
・公民館等での一括受付
※長崎市、奈良市等で実績あり。

高齢者の多い地域での需要が見込まれる。

＜企業＞
・企業等での一括受付
※宇都宮市、川崎市等で実績あり。

＜病院＞
・病院での一括受付
※役所に出向くことが困難な方々も想定される。

＜商業施設＞
・商業施設（イオン等）での一括受付
※神戸市で実績あり。
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マイナンバーカード取得促進の取組（総務省の取組事例）

利用者の声

×写真撮影が面倒なので、
申請をしていなかった。

×そのうち申請するつもりだったが、
申請するきっかけがなかった。

×コンビニで住民票がとれるなど、
取得のメリットをよく知らなかった。

○無料写真撮影サービスにより、
申請へのハードルを除去！

○他のイベントに合わせて展開することで
申請のきっかけ作りをサポート！

○コンビニ交付等の説明に加え、マイナ
ポータル実演等によりメリットを体感！

【申請補助スペース】 【顔写真撮影スペース】 【無料写真撮影】 【申請補助】

取組のポイント

➟

こども向けイベントにおいて、無料顔写真撮影サービス＋申請補助を実施！

２．申請補助イメージ

１．概要

３．取組の効果

５分程度
で完了！

【実施コンテンツ】
○ マイナンバークイズ（制度理解）
○ マイキーぬりえ（キャラクター周知）
○ マイナポータル実演（メリット体感）
○ 顔写真撮影サービス（取得促進）
○ SNS写真撮影（情報発信） など

○ コンビニ交付等のPR
○ マイナポータルの実演

取得促進

無関心層の掘り起こし

○ 顔写真撮影サービス
○ 職員による申請補助

申請のハードル除去

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

達
成！

申請補助件数

182件達

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

達
成！

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

達
成！

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

達
成！

申請補助件数

182件達成
（２⽇間）

達
成！

申請補助件数

182件
（２⽇間）

実績

撮影スペースは
パーテーションで作成！

写真の完成を
待つ間に申請補助！

料金受取人払封筒
（切手不要）も喜ばれます！

カメラは三脚必須！
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マイナンバーカードの発行等に要する経費（平成３１年度予算案）マイナンバーカードの発行等に要する経費（平成３１年度予算案）

マイナンバーカードの円滑かつ安定的な発行等を実施するための予算措置を行うもの。

マイナンバーカードの発行等に要する経費：H31年度予算案 ２１１．１億円

○個人番号カード交付事業費補助金：１５０．０億円 （平成30年度当初：１２７．６億円）

【内容】
番号法総務省令第35条第1項に基づき、市町村が地方公共団体情報システム機構（J-LIS）に対し、

通知カード・マイナンバーカード関連事務を委任。市町村がJ-LISに対して交付する交付金に対して補助

委任を受け、J-LISにおいて実施する事業は以下のとおり。
① 通知カード等の作成・発送事業 16.6億円
② マイナンバーカードの申込処理・発行事業 84.2億円
③ カード製造事業 14.8億円
④ コールセンター事業 10.3億円
⑤ 保守・運用等事業 24.1億円

○個人番号カード交付事務費補助金：６１．１億円 （平成30年度当初：７０．５億円）

【内容】
市町村におけるマイナンバーカード交付事務に係る経費に対して補助（主に臨時職員の追加等に要する

人件費等の経費を対象）

２７年度当初 ２７年度補正 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度予算案

個人番号カード交付事業費補助金 443.2億円 213.5億円 117.2億円 126.1億円 127.6億円 150.0億円

個人番号カード交付事務費補助金 40.0億円 65.1億円 21.7億円 16.7億円 70.5億円 61.1億円

合計 483.2億円 278.6億円 138.9億円 142.8億円 198.1億円 211.1億円 10



ⅰ 医療機関等に提⽰

マイナンバーカード※
ⅱ 資格情報※を照会
（利⽤者証明⽤電⼦証明書or被保険者番号）

ⅲ 資格情報※を取得

加⼊者

保険医療機関

マイナポータル
（情報提供等記録開⽰システム）

①マイナポータルにアクセス

②オンライン資格確認の利⽤に同意 総務省

ピッ

○ 未来投資戦略2018（平成30年6月15日閣議決定）
・ 医療保険の被保険者番号を個人単位化し、マイナンバー制度のインフラを活用して、転職・退職等により加入す

る保険者が変わっても個人単位で資格情報などのデータを一元管理することで、マイナンバーカードを健康保険証

として利用できる「オンライン資格確認」の本格運用を平成32年度に開始する。

○ 導入に当たっては、現在の世帯別の被保険者番号を個人単位にする「新被保険者番号」と共に整備。

情報提供ＮＷＳ

③⾃⼰情報表⽰で
被保険者番号を要求 ④被保険者番号を要求

⑤被保険者番号を提供⑥被保険者番号を取得

※資格情報：氏名、生年月日、性別、保険者名、負担割合、

資格取得・喪失日 等

加⼊者

健康保険証

Ⅰ 初期設定の流れ（⾚⽮印）

Ⅱ 受診時の資格確認の流れ（⻘⽮印）

※PIN（暗証番号）あり

※PIN（暗証番号）なし
（注）PIN入力を要しない方式。実現に向
けては、公的個人認証法の改正が必要。

厚⽣労働省資料を基に改変

or

⽀払基⾦・国保中央会（国保連）

医療保険者
中間サーバー

⽀払基⾦・国保中央会（国保連）

オンライン資格確認等
システム

マイナンバーカード※

⑦被保険者番号・利⽤者証明⽤電⼦証明書（シリアル）を登録

マイナンバーカードの健康保険証としての利用
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マイナンバーカード交付事務等の適正な実施について

【市町村窓口での不適切な案内事例②】
マイナンバーカードを紛失し一時停止をしたが、紛
失していたマイナンバーカードが見つかったので、
B市へ一時停止解除の相談をしたところ、コールセ
ンターへ連絡するよう案内を受けた。

市町村窓口での不適切な案内事例がコールセンターから総務省に多数報告されている。

【コールセンターでの対応②】
紛失したマイナンバーカードの一時停止を解除す
る場合にはコールセンターではなく住所地市区町
村で手続を行うこととなるため、再度、B市で手
続きを行うよう案内した。

【市町村窓口での不適切な案内事例①】
電子証明書を利用する際に暗証番号を３回間違えてし
まったため、A市で暗証番号の再設定(ロック解除)手
続を行った際に、マイナンバーカードは本人確認書類
として提出することが認められない旨の案内を受けた。

【コールセンターでの対応①】
マイナンバーカードを本人確認書類として提出す
ることが可能である旨を案内した。

【市町村窓口での不適切な案内事例③】
マイナンバーカードを申請後、C市に申請の状況を確
認したところ、C市では分からないためコールセン
ターへ連絡するよう案内を受けた。

【コールセンターでの対応③】
申請状況は、C市で４情報（氏名・住所・生年月
日・性別）から照会が可能であり、コールセンター
では申請書IDから照会が可能である旨を案内した。

これらの報告等を受け、留意点等をまとめた通知を改めて発出予定。（一部については既に通知済（※））

併せて、手続に必要な書類や手続先について、マイナンバーカード総合サイトのQAを更新し、周知予定。

※ 転出入により住所地が異動した場合における個人番号カードの交付等事務の適正な実施について（通知）（平成29年３月14日付け総務省自治行政局
住民制度課長から各都道府県住民基本台帳担当部長及び社会保障・税番号制度担当部長あて通知）
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個人番号を記載した住民票の写し等の交付の取扱いについての変更点

請求⽅法

請求者

窓 ⼝ 郵 便

改正前 改正後 改正前 改正後

本 ⼈

直接交付・・・・・・・○
本⼈住所へ送付・・・・－
本⼈住所以外へ送付・・－

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・○

→理由及び送付場所が正当と認められる場合は、

本人の住所以外の場所へ送付することができる。

法定代理⼈
(15歳未満
の者の法定
代理⼈⼜は
成年後⾒
⼈)

直接交付・・・・・・・×
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

〈変更点〉

直接交付・・・・・・・○
本⼈住所へ送付・・・・－
本⼈住所以外へ送付・・－

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

→窓口においても、代理人に直
接交付せず、本人の住所あてに

郵送することとされていること

から、本人の住所以外の場所あ

てに送付することは、理由及び

送付場所が正当と認められない。

〈変更点〉

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外（法定
代理⼈の住所・職場
等に限る）へ送付・・・○

法定代理⼈
の使者等

直接交付・・・・・・・×
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外（法定
代理⼈の住所・職場
等に限る）へ送付・・・○

上記以外の
任意代理⼈

直接交付・・・・・・・×
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

直接交付・・・・・・・－
本⼈住所へ送付・・・・○
本⼈住所以外へ送付・・×

→窓口においても、代理人に直接交付せず、本人

の住所あてに郵送することとされていることから、

本人の住所以外の場所あてに送付することは、

理由及び送付場所が正当と認められない。

○ 「住民基本台帳事務処理要領の一部改正について（平成30年11月27日付け通知）により、マイナンバーを
記載した住民票の写し等について、15歳未満の者の法定代理人・成年後見人に対し、直接交付が可能となった。
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○ 出生があった場合、戸籍法に基づく出生届が提出され、これをもとに住民票の記載が行わ
れるのが原則

○ しかしながら、出生届が行われなかったことなどにより、結果として、住民票が作成されな
い事例が生じている。

○ このため、住民サービスの円滑な提供及び居住関係の公証の観点から

① 就籍届の提出に至らない者について

② 戸籍法第110条の規定における就籍許可審判又は第111条の規定における確定判決を
受けるための裁判手続が進められており

③ 日本国籍を有する者の子であること等が推認される場合には

市町村長の判断により、職権で住民票の記載をすることができる旨の通知を発出

※ 出生証明書等や父又は母の戸籍謄本などに基づき、本人と詳細に面談を行い判断
また、必要に応じて実態調査を実施

就籍の届出に至らない者に係る住民票の記載について

平成３０年１０月２日付け通知
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平成26年
６月25日

支援措置に関する事務の適正な執行の徹底や以下の留意点を踏まえ

再点検の実施と必要な対策を講じることを全自治体に通知
・支援措置責任者の設置・明確化

・支援措置責任者への確認の徹底

・交付制限の解除権限の限定

・マニュアルの改善 ・チェック方法の改善

・他部局との情報連携の改善

同日 都道府県担当者を集めた説明会において、

市区町村における適正な事務処理の徹底等を要請

７～８月 各都道府県で開催される市区町村住基担当者向け

説明会で、適正な事務処理の徹底等を要請

＜最近の事案＞

支援対象者（DV等被害者）の

転出届の受理通知を

加害者へ誤送付

支援対象者の住民票の写しを

加害者へ誤交付

支援対象者の戸籍の附票の写しを

加害者へ誤交付

＜要請等＞

９月10日 支援措置に関する事務の適正な執行の徹底や以下の留意点を踏まえ

再点検の実施と必要な対策を講じることを全自治体に通知
・閲覧・交付請求者の本人確認等の徹底

・支援措置責任者への確認等の徹底

・人事異動後等における適正な事務の執行の確保

当初受付市区町村が支援措置情報を

連絡し忘れたため、本籍地市区町村が支援対象

者の戸籍の附票の写しを加害者へ誤交付

平成27年
9月４日

支援措置に関する事務の適正な執行の徹底や以下の留意点を踏まえ

再点検の実施と必要な対策を講じることを全自治体に通知
・情報連携・連絡等に関する徹底

・事務処理の確認に関する徹底

ＤＶ等支援措置に関する適正な事務執行の徹底に関する最近の要請

加害者の依頼を受けた弁護士に対し、

支援対象者の住民票の写しを誤交付

平成30年
３月28日

弁護士等から加害者の代理人として又は加害者が依頼した事件等の特

定事務受任者として住民票の写し等の交付等の申出があった場合には、

加害者から本人からの申出があったものとみなし、申出を拒否する

取扱いとすべき旨を全自治体に通知

平成30年
12月３日

裁判所に提出する必要があるとの理由により被害者に係る住民票の写

し等の交付の請求又は申出があった場合には、加害者には交付せず、

裁判所からの調査嘱託に基づき、裁判所に交付する方法によることを

全自治体に通知 15



○各市区町村の住基担当部局に対し、以下のことを要請
・住基省令・通知に基づく適正な事務の執行を改めて徹底する
・以下の留意点を踏まえ、支援措置に関する事務処理の状況等を再点検し、必要な対策を講じる

＜留意点＞

支援措置責任者の設置 ○支援措置に関する措置の決定や交付等の決定、情報の管理・共有などの一連の事務手続を総括的に担う支援措
置責任者を定め、支援措置責任者の了解がなければ事務手続を進めることができないような仕組みを構築する

支援措置責任者への
確認の徹底

○住基システム上で支援対象者に該当し住民票の写し等の交付制限がかかっている旨の警告が表示されている状
況において、交付担当者は、交付の可否について支援措置責任者に確認することを徹底する

○交付担当者が支援措置責任者の役割を併せて担っている場合には、複層的チェックの観点から、支援措置責任者
を独立して定めるよう改善を図る

交付制限の解除権限
の限定

○住基システム上の交付制限の警告表示を支援措置責任者のみが解除できるようにするなど、支援措置責任者が
交付制限を解除しない限り、交付手続が進行しないような仕組みを構築する

○住基システムにおいて、交付制限の警告の表示機能が装備されていない場合には、当該機能を装備することも有
効であること。また、当該警告の表示が見落としやすいものについては、認知しやすいものに改善することも有効
である

マニュアルの改善 ○支援措置に関する事務手続に関するマニュアルを再確認し、業務の経験度合いにかかわらず適正に事務を執行す
ることができるよう改善を図る

チェック方法の改善 ○支援措置に関する事務処理の手順や確認すべき事項などをリスト化（見える化）したり、支援措置責任者等の確認
者欄を設けて誰が確認したかわかるようにするなど、わかりやすいチェック方法への改善を図る

他部局との情報連携
の改善

○支援対象者に関する交付制限等の情報について、庁内の関係部署との連携状況を再確認し、必要な部署との連
携を図るとともに、他部局のシステム上でも交付制限を確認できる仕組みを構築することも有効である

（別紙①）ＤＶ等支援措置に関する事務の適正な執行の徹底通知（平成26年6月25日）の概要
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○平成26年６月25日通知に引き続き、各市区町村の住基担当部局に対し、以下のことを要請
・住基省令・通知、平成26年６月25日通知に基づく適正な事務の執行を改めて徹底する
・以下の留意点を踏まえ、支援措置に関する事務処理の状況等を再点検し、必要な対策を講じる

＜加害者と支援対象者（被害者）本人との取違えや、加害者の支援対象者（被害者）本人へのなりすましによる閲覧・
交付誤りを防ぐための留意点＞

閲
覧
・
交
付
請
求
者
の
本
人
確
認
等
の
徹
底

以下のとおり閲覧・交付請求者の本人確認等の徹底を図るこ
と。

○請求者の本人確認に当たっては、写真が貼り付けられた
身分証明書を提示させて行う。

○写真が貼り付けられていない書類により本人確認を行う場
合には、複数の書類の提示を求めるとともに、必要に応じ、
適宜口頭で質問を行って補足する等慎重に行う。

○本人等請求の場合であっても、請求事由を明らかにさせる。

○閲覧・交付請求書の内容（請求者名、請求対象者名、生年
月日、住所等）と本人確認書類、支援措置申出書の内容
（支援対象者名、加害者名等）との照合・確認を行う。

○（写真が貼り付けられていない本人確認書類が提示されて
いる場合）

・支援対象者（被害者）本人が請求しているにもかかわら
ず自己の住所を明らかにできない場合には、加害者と支
援対象者（被害者）本人との取違えや加害者の支援対
象者（被害者）本人へのなりすましである可能性があるこ
とから、請求者に自己の住所を明らかにさせる確認方法
も有効である。

・また、請求対象者の性別や生年月日等を基に請求者本
人の特徴の確認を行い、請求者と請求対象者との取違
えを防ぐことも有効である。

支援措置責
任者への確
認等の徹底

以下のとおり支援措置責任者への確認等の徹底を図ること。

○支援措置に関する措置の決定や閲覧・交付の決定、情報の管理・共有など
の一連の事務手続を総括的に担う支援措置責任者を定め、支援措置責任
者の了解がなければ事務手続を進めることができないような仕組を構築す
る。

○支援対象者に該当し閲覧・交付制限がかかっている場合には、担当者は、
閲覧・交付の可否について支援措置責任者に確認する。

○担当者が支援措置責任者の役割を併せて担っている場合には、複層的
チェックの観点から、支援措置責任者を独立して定める。

○住基システム上、閲覧・交付制限の注意喚起だけを行う機能や担当者が閲
覧・交付制限を解除できる仕様を使用しないようにし、閲覧・交付制限の警
告表示を支援措置責任者のみが解除でき、支援措置責任者が閲覧・交付
制限を解除しない限り、閲覧・交付手続が進行しないような仕組にする。

○担当者だけでなく、支援措置責任者等も必ず請求書、本人確認書類、交付
書類等の照合・確認を行う。

○支援措置対象者に係る閲覧・交付に関する処理票等において、確認すべき
事項等を明記したり、支援措置責任者等の確認者欄を設けて誰が確認し
たかわかるようにしたりするなど、見える形でのチェックが複層的に行われ
るようにする。

人事異動後
等における
適正な事務
執行の確保

○人事異動や担当替え等の際の支援措置責任者・担当者の新旧職員間での
念入りな事務引継や新任職員への実践的な研修等の実施、業務の経験度
合いにかかわらず適正に事務を執行できるようなわかりやすいマニュアル
の整備などにより、人事異動等が行われても引き続き支援措置に関する適
正な事務の執行が確保されるようにする。

○また、事務に熟達した職員も、改めて支援措置制度に関する法令やマニュ
アル等を確認すること等により支援措置制度の重要性についての認識を新
たにし、支援措置に関する適正な事務の執行が確保されるようにする。

(別紙②)ＤＶ等支援措置に関する事務の適正な執行の徹底通知（平成26年9月10日）の概要
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○H26.6.25通知、H26.9.10通知に引き続き、各市区町村の住基担当部局に対し、以下のことを要請
・引き続き住基省令等基づき統一的な取扱いにより支援措置を実施する
・住基省令等及び上記２つの通知に基づく適正な事務の執行を改めて徹底する
・以下の留意点を踏まえ、支援措置に関する事務処理の状況等を再点検し、必要な対策を講じる

＜留意点＞

情
報
連
携
・
連
絡
等
に
関
す
る
こ
と

○当初受付市区町村から転送受付市区町村に対し、支
援措置情報を適切に転送

○転送受付市区町村において、適切に支援措置情報の
転送を受けて支援措置の手続を進める

○当初受付市区町村及び転送受付市区町村において、
住民基本台帳担当部局から支援措置情報を共有する
こととなっている庁内の関係部局に対し、適切に支援
措置情報を共有

○支援措置情報の庁内の関係部局との共有にあたって
は、庁内の共通システムを用いることも有効

○庁内の関係部局において、支援措置情報の管理及び
住所非開示等の措置をシステムで行っている場合、支
援措置情報がインターネット等を通じて外部に漏えい
することのないよう、基幹系ネットワークと情報系ネット
ワークを物理的又は論理的に分離する等の適切な対
策を講じる

○システムを更新又は新規導入する際、支援措置情報
の管理及び住所非開示等の措置に関する機能が確
実に装備され、適切に作動することを確認する

○本庁と支所・出張所との間で指示等、他の市区町村か
らの支援措置情報に関する問合せ等への回答につい
ては、原則電話で行うことは控える

○支援措置申出書に記載されている支援対象者とＤＶ等
加害者の連絡先情報を取り違えない

○支援措置申出書にＤＶ等加害者の電話連絡先が記載
されない（又は消除する）ようにする

事
務
処
理
の
確
認
に
関
す
る
こ
と

○支援措置の事務処理の複層的な確認及び支援措置責任者による最終的な確認

○支援措置責任者の明確化。担当者と併任の場合は独立させる

○支援措置責任者の了解なしに支援措置の事務手続を進められないようにする

○担当者のみで閲覧・交付の手続が完結することのないようにする

・住民登録・戸籍システム上の閲覧・交付制限の解除権は支援措置責任者のみに付与

・閲覧・交付の決定等の手続について支援措置責任者による最終的な確認

○本庁に支援措置責任者が置かれ、支所・出張所で具体的な閲覧・交付の手続が行われ
る場合、次のようなこと等を行い、誤った閲覧・交付が行われることがないようにする

・本庁から支所・出張所への手続上の指示を明確に行う

・支援措置責任者が、住民登録システムや戸籍システム上の閲覧・交付制限について、

請求内容に応じて適切な範囲（対象者等）で一時的に禁止を解除し、

解除中の処理を適切に管理した上で、処理後には確実に禁止状態に戻し、

禁止状態への戻し忘れがないか他の職員による複層的確認を行う

○住民票の写し等の交付等の請求において、請求内容の十分な確認を行う

（例：本人のみか世帯分も含むか、除票を含むか、支援対象者に係るものではないか
等）

○支援対象者への連絡や郵便物等の送付等にあたっては、支援措置責任者等の適切な
管理の下で行う（支援措置責任者等の事前了解、目の行き届く状況下で処理 等）

○マニュアルに支援措置情報の連携・共有先、手順、連携・共有の際の留意事項等を記載
するなどして、業務の経験度合いにかかわらず適正に事務を執行できるようにする

○チェックリストに確認すべき事項や支援措置責任者等の確認者欄を設けて誰が確認した
かわかるようにするなどして、見える化した複層的な確認が行われるようにする

(別紙③)ＤＶ等支援措置に関する事務の適正な執行の徹底通知（平成27年9月４日）の概要
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ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための住民基本台帳事
務における支援措置に関する取扱いについて(平成30年3月28日発出)
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ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害者の保護のための住民基本台帳事
務における支援措置に関する取扱いについて(平成30年3月28日発出)
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○ DV等の加害者（代理人等を含む。以下同じ。）から、裁判所に提出する必要があるとの理由
により被害者に係る住民票の写し等の交付の請求又は申出があった場合には、市区町村に
おいては、以下のとおり対応するよう、通知を発出

⇒ 加害者からの請求又は申出があった際には、加害者には交付せず、裁判所からの調査嘱
託に基づき、裁判所に交付する方法によること。

⇒ 加害者に対して、住民票の写し等を交付することはできないこと及び住民票の写し等が交
付されない場合の対応方法については裁判所において手続の教示を受けられることを説明
した上で、具体的な手続については裁判所に相談するよう案内すること。

○ 最高裁判所においても、11月30日付けで、「ＤＶ等支援措置に関する取扱いの総務省自治
行政局住民制度課長通知への対応等について（事務連絡）」を各裁判所あてに発出

⇒ DV等支援措置において加害者とされた原告等が、裁判所に対し、被告等の住所を住居所不明と記載した訴状等と共
に被告等の住民票の写し等がＤＶ等支援措置の対象となっているため被告等の住所を調査することができない事情を
報告する資料を提出する場合には、裁判所は、被告の住所に関する市区町村に対し調査嘱託を行うことが考えられる。

ドメスティック・バイオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれらに準ずる行為の被害
者の保護のための住民基本台帳事務における支援措置に関する裁判所との連携について

平成３０年１２月３日付け通知
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通称不正記載について

○偽造された資料や雇⽤実態のない会社の社員証を⾏使する等、不適切な資料を疎明資料として虚偽の
通称記載の申出を⾏う事案が発⽣している。

○刑法第１５７条の公正証書原本不実記載等の罪に該当する⾏為であって犯罪⾏為である。
なお、未遂についても罰せられる。

参照条文

（公正証書原本不実記載等）

刑法第１５７条

公務員に対し虚偽の申⽴てをして、登記簿、⼾籍簿その他の権利若しくは義務に関する公正証書の原本

に不実の記載をさせ、⼜は権利若しくは義務に関する公正証書の原本として⽤いられる電磁的記録に不実

の記録をさせた者は、五年以下の懲役⼜は五⼗万円以下の罰⾦に処する。

２ 公務員に対し虚偽の申⽴てをして、免状、鑑札⼜は旅券に不実の記載をさせた者は、⼀年以下の

懲役⼜は⼆⼗万円以下の罰⾦に処する。

３ 前⼆項の罪の未遂は、罰する。
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○現在、通称記載においては、社会⽣活上通⽤していることその他の居住関係の公証のために住⺠票に
記載されることが必要であると認められる事由の説明を求めることとしている。
○具体的には、国内における社会⽣活上通⽤していることが客観的に明らかとなる資料等の提⽰を複数
求めることにより、厳格に確認を⾏うこととしている。
（平成25年11⽉15⽇付総⾏外第18号通知、住⺠基本台帳事務処理要領第2-2-(2)サ）

○上記確認にあたり、偽造された診察券及び雇⽤実態のない会社の社員証を⾏使する等、不適切な資料を
⽤いて通称を住⺠票に記載した上で、同通称名で国⺠健康保険証を取得しようとした。

○不正記載事案が頻発していることから、以前より厳格な確認をお願いしているが、改めて留意事項を
まとめて通知するもの。
○複数提⽰させる資料等については、少なくとも本⼈の意思により作成したと認められる資料は適当では
ない。
○確認の際には、書類の有無のような形式的な確認ではなく、使⽤実績を確認するため⼝頭確認等を⾏う
など徹底して確認を⾏うようにし、書類に疑義があれば証明書の発⾏元に確認するなど厳格な確認を⾏う
こと。

等

外国人住民に係る通称記載における留意事項について（通知）

（平成30年3月26日付総行外第１号）の概要

報告のあった事案

通知内容
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